
○⼤災害時における連絡網実施要領・新旧対照表 
改正要領（案） 現⾏要領 

（⽬的）  
第１ この実施要領は、⼤災害時における対策

等に関する要綱に基づき、⼀般社団法⼈全国
美術館会議（以下「本会」という。）に加盟
する正会員（以下「会員館」という。）に対
する情報の収集と提供を速やかに⾏い、会員
館の業務を円滑に⾏うことを⽬的として定
める。 

 

（⽬的） 
第１ この実施要領は、⼤災害時における対策

等に関する要綱に基づき、⼀般社団法⼈全国
美術館会議（以下「本会」という。）に加盟
する正会員（以下「会員館」という。）が災
害に⾒舞われた時⼜はそれが確実に予想さ
れる状況に⾄った時、情報交換を速やかに⾏
い、関連各館の業務を円滑に⾏うことを⽬的
として定める。 

  
（定義） 
第２ （削除） 
 
 

（定義） 
第２ この場合、災害とは、地震、⾵⽔害、⽕

災、⼈為的災害等をいう。被害とは、それが
原因で⽣じた施設、管理資料、職員等への損
害をいう。 

  
（対象） 
第２ 情報の収集の対象は、被害が発⽣⼜は発

⽣したと推定される地域の会員館と当該地
域の⽂化財等とする。 

 

（対象） 
第３ この場合、情報内容の対象は、会員館と

その周辺地域の関連事項とする。 
  

（連絡網本部） 
第３ (1) 災害対策本部（以下「本部」という。）

は、第１に定める⽬的を達成するため、災害
が起きた時点で直ちに情報連絡のための連
絡網本部となる。この時本部事務局が被災し
連絡網本部となることができない場合は、会
⻑⼜は副会⻑が所属する館がその任にあた
ることとする。 

 

 (2) 連絡網本部は、この業務を遂⾏するた
め、近隣の会員館に⽀援要員の派遣要請を
することができる。 

 

 

 （連絡網組織） 
第４ 各都道府県⽴美術館⼜は都道府県⽴美

術館が存在しない地域はそれに代わること
のできる会員館（以下「県⽴美術館等」とい
う。）は、各都道府県における連絡網組織の
基本単位となる。 

  
（広域ブロック） 
第４ (1) （削除） 
 
 

（広域ブロック） 
第５ (1) 広域にわたる災害等に対応するた

め、会員館を 10 の地域（以下「広域
ブロック」という。）に分け、広域ブ
ロックごとに広域ブロック本部館を
定めることとし、広域ブロック本部館
が機能を果たせなくなる事態を想定



し、広域ブロック副本部館まで選定し
ておくこととする。 

 (1) 要綱に定める各広域ブロックの範囲は、
次のとおりとする。 

  ア 北海道  （北海道）  
  イ 東  北  （⻘森、秋⽥、岩⼿、宮城、

⼭形、福島） 
  ウ 関 東  （茨城、栃⽊、群⾺、埼⽟、

千葉、神奈川、⼭梨）  
  エ 東 京 
  オ 北信越  （新潟、富⼭、⽯川、福井、

⻑野） 
  カ 東  海  （静岡、岐⾩、愛知、三重） 
  キ 近  畿  （滋賀、京都、奈良、和歌⼭、

⼤阪、兵庫）  
  ク 中  国  （岡⼭、広島、⿃取、島根、

⼭⼝）  
  ケ 四  国  （徳島、⾹川、愛媛、⾼知） 
  コ 九  州  （福岡、佐賀、⻑崎、熊本、

⼤分、宮崎、⿅児島、沖縄） 

 (2) 広域ブロックは、次のとおりとする。 
  ア 北海道 （北海道） 
  イ 東  北  （⻘森、秋⽥、岩⼿、宮城、

⼭形、福島） 
  ウ 関 東  （茨城、栃⽊、群⾺、埼⽟、

千葉、神奈川、⼭梨） 
  エ 東 京 
  オ 北信越  （新潟、富⼭、⽯川、福井、

⻑野） 
  カ 東  海  （静岡、岐⾩、愛知、三重） 
  キ 近  畿  （滋賀、京都、奈良、和歌⼭、

⼤阪、兵庫） 
  ク 中  国  （岡⼭、広島、⿃取、島根、

⼭⼝） 
  ケ 四  国  （徳島、⾹川、愛媛、⾼知） 
  コ 九  州  （福岡、佐賀、⻑崎、熊本、

⼤分、宮崎、⿅児島、沖縄） 

 (2) 広域ブロック本部館及び広域ブロック
副本部館は、２年の任期を基本とするが、
広域ブロックの実情にあわせて定め、再選
を妨げない。選定にあたっては、当該館の
承諾を受けた上で、理事会に報告し、会員
館に周知するものとする。 

 
 

 (3) 広域ブロック本部館及び広域ブロック
副本部館は、２年ごとに選定するものと
し、再選を妨げない。なお、選定にあたっ
ては、当該館の承諾を受けた上で、理事会
の承認を受けるものとする。 

 (4) 理事会の承認を得た後は会員館に周知
するものとする。 

 
 

（⾮常連絡網本部） 
第６ (1) 本会事務局（以下「事務局」という。）

は、第１に定める⽬的を達成するため、
災害が起きた時点で直ちに情報連絡の
ための本会⾮常連絡網本部（以下「連絡
本部」という。）となる。この時事務局
が被災し連絡本部となることができな
い場合は、会⻑⼜は副会⻑が所属する館
がその任にあたることとする。 

  (2) 連絡本部は、この業務を遂⾏するため、
近隣の会員館に援助要員の派遣要請をす
ることができる。 

 
（都道府県域連絡網） 
第５ 各都道府県⽴美術館（都道府県⽴美術

館が存在しない地域はそれに代わること
のできる会員館。以下「県⽴美術館等」と
いう。）は、各都道府県における県域連絡
網の拠点とする。 

 
 

 



（連絡網本部の活動） 
第６ 連絡網本部は、広域ブロック本部館、

県⽴美術館等と役割を分担し、体制構築の
うえ、次に掲げる会員館の被災情報の収集
と提供を⾏うものとする。 

 

 (1) 被災館が公開を承認した情報につい
て集約し、全会員館に提供することがで
きる。 

 

  
 (2) 必要に応じて、被災館の代理として、

他の諸団体（公共団体、報道関係、諸外
国の美術館等）や個⼈に被害の状況を提
供することができる。 

 

 (3) (1)から(2)の伝達⼿段は、⽂書やファ
クシミリ等、記録の残るものとする。電
⼦媒体における場合も同様に該当部分
を保管することとする。 

 

 (4) 他の諸団体に情報を提供した場合、い
つ、どこに向けて、どんな情報を伝達し
たか、適切な時期に被災館に対して全記
録を報告しなければならない。 

 

  
２ 連絡網本部は、広域ブロック本部館及び

県⽴美術館等がその活動を⾏えない状況
にある場合、それらに代わりその活動を⾏
うこととする。 

 

 
 

 （県域連絡本部） 
第７ (1) 県⽴美術館等は、第１に定める⽬的

を達成するため、災害が起きた時点⼜は
起きることが確実に予想されるに⾄っ
た時点で直ちに情報連絡のための県域
連絡本部館となる。 

  (2) 県⽴美術館等は、この業務を遂⾏するた
め、近隣の会員館に協⼒を要請することが
できる。 

  
（広域ブロック本部館の活動） 
第７ 広域ブロック本部館（広域ブロック本

部館が被災により、機能しない場合は広域
ブロック副本部館とする。）は、情報連絡
のための広域ブロック内の連絡網の拠点
となり、広域ブロック内の被災状況の把握
と集約に努め、次に掲げる提供等を⾏うも
のとする。 

 
 
 
（広域ブロック連絡本部館） 
第８ (1) 広域ブロック本部館（広域ブロック

本部館が被災により、機能しない場合は広
域ブロック副本部館とする。）は、第１に
定める⽬的を達成するため、災害が起きた
時点⼜は起きることが確実に予想される
に⾄った時点で直ちに情報連絡のための
広域ブロック連絡本部館となる。 



 (1) 集約した情報を、連絡網本部に速やか
に提供することとする。 

 

 (2) 広域ブロック内の県⽴美術館等が活
動を⾏えない状況にあり、県⽴美術館等
⼜は連絡網本部からの要請があった場
合、広域ブロック本部館は県⽴美術館等
に代わってその活動を⾏うこととする。 

 

 (3) (1)及び(2)の提供⼿段は⽂書やファク
シミリ等記録の残るものとする。電⼦媒
体における場合も同様に該当部分を保
管することとする。 

 

 (4) 連絡網本部にいつ、どんな情報を提供
したか、適切な時期に被災館に対して全
記録を報告しなければならない。 

 

２ （略）  (2) 広域ブロック本部館⼜は広域ブロック
副本部館は、この業務を遂⾏するため、近
隣の会員館に協⼒を要請することができ
る。 

 
（都道府県域連絡網の活動） 
第８ 県⽴美術館等は、災害が起きた時点⼜

は起きることが確実に予想されるに⾄っ
た時点で直ちに情報連絡のための第５に
定める連絡網の拠点となり、都道府県内の
被災状況の把握と集約に努め、次に掲げる
情報等の提供を⾏うものとする。 

 

（県域連絡本部館の任務） 
第９ 県域連絡本部館は、都道府県内の被災状
況の把握と集約に努め、次に掲げる伝達等を⾏
うものとする。 

 (1) 集約した情報を、広域ブロック本部館
及び連絡網本部に速やかに提供するこ
ととする。 

 

 (1) 集約した情報を、広域ブロック連絡本部
館及び連絡本部に速やかに伝達すること
とする。 

 (2) 連絡網本部⼜は被災館から要請があ
った場合、被災館の代理として、他の諸
団体（公共団体、報道関係、諸外国の美
術館等）や個⼈に被害の状況を提供する
ことができる。 

 

 (2) 被災館の依頼に応じて、関係者に必要な
情報を伝達することとする。 

  (3) 連絡本部⼜は被災館から要請があった
場合、被災館の代理として、他の諸団体（公
共団体、報道関係、諸外国の美術館等）に
被害の状況を通知することとする。 

 (3) 連絡網本部が県⽴美術館等に提供を
依頼した情報は、速やかに県内の各会員
館に提供することとする。 

 

 (4) 連絡本部が県域連絡本部館に伝達を依
頼した情報は、速やかに県内の各会員館に
伝達することとする。 

 (4) (1)から(3)の伝達⼿段は⽂書やファク
シミリ等記録の残るものとする。電⼦媒

 (5) (1)から(4)の伝達⼿段は⽂書やファクシ
ミリ等記録の残るものとする。電⼦媒体に



体における場合も同様に該当部分を保
管することとする。 

 

おける場合も同様に該当部分を保管する
こととする。 

 (5) 連絡網本部⼜は他の諸団体や個⼈に
情報を提供した場合、いつ、どこに向け
て、どんな情報を提供したか、適切な時
期に被災館に対して全記録を報告しな
ければならない。 

 

 (6) 連絡本部⼜は他の諸団体に情報を提供
した場合、いつ、どこに向けて、どんな情
報を伝達したか、適切な時期に被災館に対
して全記録を報告しなければならない。 

  

２ 県⽴美術館等は、この活動を遂⾏するた
め、近隣の会員館に協⼒を要請することが
できる。 

 

 
 

（広域ブロック連絡本部館の任務） 
第１０ 広域ブロック連絡本部館は、広域ブロ

ック内の被災状況の把握と集約に努め、次に
掲げる伝達等を⾏うものとする。 

  (1) 集約した情報を、連絡本部に速やかに伝
達することとする。 

  (2) 広域ブロック内の県⽴美術館等が、県域
連絡本部館の任務を⾏えない状況にあり、
県域連絡本部館または連絡本部からの要
請があった場合、広域ブロック連絡本部館
は県域連絡本部館に代わってその任務を
⾏うこととする。 

  (3) (1)及び(2)の伝達⼿段は⽂書やファクシ
ミリ等記録の残るものとする。電⼦媒体に
おける場合も同様に該当部分を保管する
こととする。 

  (4) 連絡本部⼜は他の諸団体に情報を提供
した場合、いつ、どこに向けて、どんな情
報を伝達したか、適切な時期に被災館に対
して全記録を報告しなければならない。 

  
 （連絡本部の任務） 

第１１ 連絡本部は、県域連絡本部館、広域ブ
ロック連絡本部館と連絡をとりながら、会員
館の被災状況の把握と集約に努め、次に掲げ
る伝達等を⾏うものとする。その際、連絡本
部は県域連絡本部館、広域ブロック連絡本部
館と協議し、その災害の規模や状況に応じた
役割分担を⾏い、連絡体制を構築するものと
する。 

  (1) 被災館が公開を承認した情報について
集約し、全会員館に伝達することができ
る。 

  (2) 県⽴美術館等及び広域ブロック本部館
がその任務を⾏えない状況にある場合、そ
れらに代わりその任務を⾏うこととする。 

  (3) 必要に応じて、被災館の代理として、他



の諸団体（公共団体、報道関係、諸外国の
美術館等）に被害の状況を通知することと
する。  

  (4) (1)から(3)の伝達⼿段は、⽂書やファク
シミリ等、記録の残るものとする。電⼦媒
体における場合も同様に該当部分を保管
することとする。 

  (5) 他の諸団体に情報を提供した場合、い
つ、どこに向けて、どんな情報を伝達した
か、適切な時期に被災館に対して全記録を
報告しなければならない。 

  
（被災館の委託）  
第９ 被災館の館⻑は、被災状況等の伝達、

公開の業務を連絡網本部、県⽴美術館等
及び広域ブロック本部館に委託するこ
とができる。その際、下記の分類に従っ
て情報を区別して連絡網本部に伝達す
ることとする。ただし、下記の区分にか
かわらず被災館件数及び被災概要につ
いては、連絡網本部を通じてただちに⽂
化庁及び⽂化財防災センターへ報告し、
会員館へ周知することができる。 

（被災館の委託） 
第１２ 被災館の館⻑は、被災状況等の伝達、
公開の業務を連絡本部、県域連絡本部館及び
広域ブロック連絡本部館に委託することが
できる。ただし、下記の分類に従って情報を
区別して連絡本部に伝達することとする。  

 (1) 関係者（理事会、広域ブロック本部館・
副本部館、県⽴美術館等、⽂化庁、⽂化
財防災センター）のみの共有に留めるべ
きこと 

 (2) 上記関係者及び会員館のみ共有して
良いこと 

 (3) ⼀般に公開して良いこと 
 

 (1) 公開して良いこと 
 (2) 会員館内の伝達事項とすること 
 (3) 関係者にのみ伝達の必要性があること 
 (4) 理事会、連絡本部、県域連絡本部館及び

広域ブロック連絡本部館の内部だけに留
めるべきこと 

 

（⽇常的業務）  
第１０ (1) 本部、正副会⻑の所属する美術

館、広域ブロック本部館及び県⽴美術館等
は、この要領に従って各連絡網の拠点とな
った時、適切な活動ができるよう、⽇頃か
ら必要なネットワークの構築に努めてお
くこととする。 

（⽇常的業務） 
第１３ (1) 事務局、正副会⻑の所属する美術

館、県⽴美術館等及び広域ブロック本
部館は、この要領に従って各連絡本部
となった時、適切な活動ができるよ
う、⽇頃から必要なネットワークの構
築に努めておくこととする。  

 (2) 広域ブロック本部館⼜は県⽴美術館
等は、会員館との緊急時における連絡⽅
法その他について、事前のアンケート等
により確認しておくこととする。また、
この⽬的で収集した情報については、他
の⽬的のために利⽤されることがあっ
てはならない。 

 (2) 県⽴美術館等⼜は広域ブロック本部館
は、会員館との緊急時における連絡⽅法そ
の他について、事前のアンケート等により
確認しておくこととする。また、この⽬的
で収集した情報については、他の⽬的のた
めに利⽤されることがあってはならな
い。  

 (3)  （略）  (3) 会員館は、災害時における緊急性を理解
し、この要領の内容について、⽇頃から館
内外への周知徹底に努め、実施時において



は、その会員館の事業に応じ、最⼤限の協
⼒体制が組めるように努めることとする。  

（雑 則）  
第１１ この実施要領が施⾏された後に不具
合が⽣じた場合、会⻑は暫定的に内容を変更す
ることができる。ただし、その場合、翌年の総
会で改めて変更を検討することとする。 

（雑 則） 
第１４ この実施要領が施⾏された後に不具

合が⽣じた場合、会⻑は暫定的に内容を変更
することができる。ただし、その場合、翌年
の総会で改めて変更を検討することとする。  

（附 則）  
第１２ (1) この実施要領は、平成 10年 6⽉ 2
⽇から施⾏する。 

（附 則） 
第１５ (1) この実施要領は、平成 10年 6⽉ 2
⽇から施⾏する。  

 (2) この実施要領は、令和元年 5⽉ 22⽇に
改正し、同⽇から施⾏する。 

 (2) この実施要領は、令和元年 5⽉ 22⽇に
改正し、同⽇から施⾏する。  

 (3) この実施要領は、令和 5年４⽉ 27 ⽇に
改正し、同⽇から施⾏する。 

 (3) この実施要領は、令和 5年４⽉ 27 ⽇に
改正し、同⽇から施⾏する。 

 (4) この実施要領は、令和 8年 1⽉ 21⽇に
改正し、同⽇から施⾏する。 

 (4)                     

 


